
長崎県の出資団体の状況
直近の決算日： 令和 6 年 3 月 31 日

〇 関与廃止

その理由

　上五島石油備蓄㈱は、国の石油備蓄制度に基づき建設された上
五島石油備蓄基地の操業管理を担っており、石油貯蔵施設立地対
策等交付金など、本県経済の活性化・発展等に寄与している。

　また、安定的配当を継続していることから（過去の配当率は２
０％を堅持）、資産運用の面からも出資の継続は妥当と判断して
いる。

委託料 貸付金残高 損失補償等残高

0 0 0 0 0

○印を記入 現状維持 拡充 縮小

県財政負担
（千円)
※R5年度

今後の
関与の
方針

合計 100,000 100.0

70.0

補助金 負担金

上五島石油備蓄株式会社 定款等に定める事業内容

所管課名 産業労働部 産業政策課

1.上五島国家石油備蓄基地に係る運転業務
　の受託
2.上五島国家石油備蓄基地に係る施設管理
　業務の受託
3.上五島国家石油備蓄基地に係る安全防災
　業務の受託
4.前各号に付帯関連する一切の事業

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県

日本郵船㈱ 29,000 29.0

団体名

1,000 1.0

ENEOS(株) 70,000



長崎県の出資団体の状況
直近の決算日： 令和 6 年 3 月 31 日

〇 関与廃止

その理由

　中小企業が経営基盤を強固にして健全な発展をしていくために
は、自己資本の充実が必要である。大阪中小企業投資育成㈱はこ
うした中小企業に対して自己資本の充実とその健全な成長・発展
を図るための投資等を行うことを目的とした中小企業投資育成株
式会社法に基づく、投資業務を実施する政策実施機関である。
　本県の中小企業への投資も行われており、中･長期的な成長を目
指す中堅・中小企業だけでなく、早期上場を目指す創業期・ベン
チャー企業の成長発展を支援し、本県経済の活性化・発展に重要
な役割を果たしており、株式は今後も継続して保有する。

委託料 貸付金残高 損失補償等残高

0 0 0 0 0

○印を記入 現状維持 拡充 縮小

県財政負担
（千円)
※R5年度

今後の
関与の
方針

合計 6,822,000 100.0

8.3

その他 5,916,000 86.7

補助金 負担金

大阪中小企業投資育成株式会社 定款等に定める事業内容

所管課名 産業労働部 産業政策課

1.株式会社の設立に際して発行する株式の
　引受け
2.株式会社が発行する株式の引受け
3.新株予約権並びに新株予約権付社債等の
　引受け
4.経営・技術上のコンサルテーション

　以上を主な事業として、成長指向の中堅
　中小企業の成長発展を支援

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県

長崎県以外の
都道府県の市町 340,000 5.0

団体名

2,000 0.0

長崎県以外の
都道府県 564,000



長崎県の出資団体の状況
直近の決算日： 令和 6 年 3 月 31 日

〇 現状維持 拡充 縮小

県財政負担
（千円)
※R5年度

補助金 負担金

関与廃止

その理由

（出資の経緯）
　福岡通商産業局（当時）が策定した「九州地域技術振興計画」
に基づき、「自前技術力の強化」、「人材育成」、「情報流通体
制の整備」、「産学官協力体制の整備」、「先端技術など研究開
発機能の育成・導入」など九州地域の産業振興を図るため多面的
機能を有し、かつ九州圏域を範囲とする一元的、総合的組織とし
て、昭和60年6月に発足した。
　本県の産業振興においても、企業・大学・各自治体等との共同
研究や情報交換など、連携が重要であるとの認識により出資した
もの。

（今後の関与方針）
　九州地域の産学官の情報交換や国の競争的研究資金に関する情
報の入手に活用しており、今後も情報の入手等に活用していく。
　また、産業振興においても、企業・大学・各自治体等との共同
研究や情報交換など、連携が重要であるとの認識により出資して
おり、これまでに当センターの助言により競争的研究資金を獲得
した実績もあるため、出資当時の必要性は継続している。

委託料 貸付金残高 損失補償等残高

0 0 0 0 0

今後の
関与の
方針

○印を記入

合計 330,000 100.0

182,000 55.2

その他 90,000 27.3

定款等に定める事業内容

所管課名 産業労働部 産業政策課

（事業）
第４条 この法人は、前条の目的を達成する
ため、次の事業を行う。
(1) イノベーション等に関する情報の収集
及び提供
(2) 産業技術の振興に関する支援
(3) 新事業の創出に関する支援
(4) その他この法人の目的を達成するため
に必要な事業

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県

他県市町 30,000 9.1

団体名 (一財) 九州オープンイノベーションセンター

28,000 8.5

他県



長崎県の出資団体の状況
直近の決算日： 令和 6 年 3 月 31 日

○

補助金 負担金

今後の
関与の
方針

関与廃止

その理由

　平成５年にオフィスパーク大村の建設促進を目的として、第三
セクター「㈱大村国際交流センター」を設置するため、大村市、
地域振興整備公団（現：中小企業基盤整備機構）とともに、県も
出資を行った。
　平成13年に「㈱アルカディア大村」と社名変更を行い、オフィ
スパーク大村に立地する企業の活動支援及び立地企業従業員等の
生活利便支援を図るための事業を実施し、県が推進する企業誘致
の受け皿として機能しているため、今後とも出資を継続する必要
がある。

委託料 貸付金残高 損失補償等残高

○印を記入 現状維持 拡充 縮小

県財政負担
（千円)
※R5年度

合計 1,727,000 100.0

700,000 40.5

その他 127,000 7.4

定款等に定める事業内容

所管課名 産業労働部 企業振興課

●レンタルオフィス事業
　・レンタルオフィス
　・セミナー・展示会場
　・生活利便施設

●賃貸工場事業

●太陽光売電事業

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県

（独）中小企業
基盤整備機構 600,000 34.7

団体名 (株) アルカディア大村

300,000 17.4

大村市



長崎県の出資団体の状況
直近の決算日： 令和 6 年 3 月 31 日

〇

(株) 長崎五島うどん

産業労働部　 企業振興課

団体名 定款等に定める事業内容

所管課名

五島手延うどん及び新上五島地域の物産・
加工品の卸・小売業

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県 3,000 10.0

ほか地方公共団体 5,000 16.7

その他 22,000 73.3

委託料 貸付金残高

合計 30,000 100.0

県財政負担
（千円)
※R5年度

損失補償等残高

0 0 0 0 0

補助金 負担金

関与廃止

その理由

五島手延うどんは、本県の主要な地場産品であり、ＰＲによる知
名度向上と販売力の強化によって、今後生産の伸びが期待できる
産業である。地元の新上五島町と五島手延うどん業者が五島手延
うどん10カ年の販売戦略を策定し、知名度向上のための活動に取
り組んでいる。産地の活力を最大限に活かした販売会社に県が
「出資」という形で直接支援することで、五島手延うどんの商品
価値、信用度、ブランド力を高め、全国に向けた販路開拓を推進
し、国内における有数のうどん産地になるものと期待され、地域
経済の活性化や雇用拡大に寄与する。

今後の
関与の
方針

○印を記入 現状維持 拡充 縮小



長崎県の出資団体の状況
直近の決算日： 令和 6 年 3 月 31 日

〇

産業労働部 企業振興課

団体名 長崎サンセットマリーナ（株） 定款等に定める事業内容

所管課名

主な事業
　　●舟艇係留・保管事業
　　●舟艇サービス事業
　　●マリンライフ事業

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県 714 7.1

長崎市 228 2.3

（株）ササキコーポ
レーション 7,986 79.9

その他 1,072 10.7

委託料 貸付金残高

合計 10,000 100.0

県財政負担
（千円)
※R5年度

損失補償等残高

23,565 858

補助金 負担金

関与廃止

その理由

　長崎港福田マリーナは、「長崎港湾計画」において長崎県にお
けるマリーナ事業の推進が決定されたことに基づき、公共マリー
ナとして整備された。
　この福田マリーナの運営を行うための事業者が必要であり、県
としても運営に対する関与が必要なことから、マリーナ事業にノ
ウハウがあるトヨタ自動車㈱が中核となって設立した「長崎サン
セットマリーナ㈱」に対し出資を行ってきた。
　令和元年１１月にトヨタ自動車㈱から、㈱ササキコーポレー
ションに経営権が譲渡されたことに伴い、㈱ササキコーポレー
ションに対し、公共マリーナの運営関与のため引き続き出資を継
続する必要がある。

今後の
関与の
方針

○印を記入 現状維持 拡充 縮小



長崎県の出資団体の状況
直近の決算日： 令和 6 年 3 月 31 日

〇 関与廃止

その理由

本協会は、伝統的工芸品産業の振興を図り、もって国民の生活に
豊かさと潤いを与えるとともに地域経済の発展に寄与し、国民経
済の健全な発展に資することを目的とした団体であり、本県の伝
統的工芸品産業の発展に寄与するものと認められるため出資を
行っている。
本県における国の認定伝統的工芸品は、現在、三川内焼、波佐見
焼、長崎べっ甲の3品目であるが、当協会が毎年企画・実施する全
国地域を会場とした伝統的工芸品展（旧WAZA展）や百貨店を会場
とした全国伝統的工芸品展に参画することで、本県を代表する伝
統的工芸品の継承・発展と発信につながっており、出資の継続が
必要である。

今後の
関与の
方針

○印を記入 現状維持 拡充 縮小

損失補償等残高

1,842

補助金 負担金 委託料 貸付金残高

合計 782,490 100.0

県財政負担
（千円)
※R5年度

定款等に定める事業内容

所管課名

伝統的工芸品産業の振興を図り、もって国民の生活に豊かさと潤いを与えるとともに
地域経済の発展に寄与し、国民経済の健全な発展に資することを目的として、以下の
事業を実施。
(1)伝統的工芸品の製造の事業に関する経営の改善及び合理化その他当該事業の健全な
　 経営に関し、調査、研究及び指導
(2)展示会の開催その他需要の開拓
(3）会員に対し、伝統的工芸品に関する需要の状況、製造の技術又は技法、原材料
   等について情報の提供
(4)伝統的工芸品産業に関する振興計画及び共同振興計画の作成及びその実施に
　 ついて指導、助言等
(5)伝統的工芸品の原材料、製造過程、品質等の改善に関する研究
(6)伝統的工芸品及び伝統的工芸品を素材とした製品の品質表示について指導、
   助言等
(7)伝統的工芸品に関する資料の収集及び調査
(8)伝統的な技術又は技法に熟練した技術者の認定
(9)伝統的工芸品産業に関する活性化事業、連携活性化事業及び支援事業の実施に
   必要な情報の提供
(10)伝統的工芸品産業の後継者の育成、技術・技法の継承及び改善、その他本協会の
   目的を達成するための必要な業務
(11)伝統的工芸品及び伝統的工芸品に関する物品の販売

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

0.8

36.9

38.3

23.9

伝統的工芸品産業振興協会 860 0.1

(一財)団体名 伝統的工芸品産業振興協会

産業労働部 企業振興課

民間 186,630

長崎県 6,000

ほか地方公共団体 289,000

国 300,000



長崎県の出資団体の状況
直近の決算日： 令和 6 年 3 月 31 日

○

(一財) 日本立地センター

産業労働部 企業振興課

団体名 定款等に定める事業内容

所管課名 （１）産業立地、新事業創出、エネル
ギー・環境共生等地域経済の活性化に関連
する事業
イ　調査研究
ロ　コンサルティング
ハ　情報収集・提供
ニ　研修
ホ　普及広報
ヘ　債務保証
ト　不動産の売買、賃貸、管理及びその仲
介

（２）前号の事業のほか、センターの目的
を達成するために必要な事業

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県 17,500 0.6

長崎県産業振興財団 17,500 0.6

他県等 876,018 29.7

その他一般正味財産 2,040,578 69.1

委託料 貸付金残高

合計 2,951,596 100.0

県財政負担
（千円)
※R4年度

損失補償等残高

315

補助金 負担金

関与廃止

その理由

（公財）長崎県産業振興財団が高度技術の開発等を行う企業の育
成とこれを通じて地域技術の高度化の促進を図るため、県内企業
に行った債務保証にかかる再保証を（一財）日本立地センターが
行っており、出資の継続が必要である。

今後の
関与の
方針

○印を記入 現状維持 拡充 縮小



長崎県の出資団体の状況
直近の決算日： 令和 6 年 3 月 31 日

〇 関与廃止

その理由

電源地域（発電所などが所在する市町村とその周辺の市町村）を
対象に地域課題や各種計画策定、地域振興などの調査を行う調査
事業などの各種事業を実施しており、電源地域の振興や活性化に
寄与しているため。

今後の
関与の
方針

○印を記入 現状維持 拡充 縮小

損失補償等残高

0 0 0 0 0

補助金 負担金 委託料 貸付金残高

合計 800,000 100.0

県財政負担
（千円)
※R5年度

定款等に定める事業内容

所管課名

電源地域の振興に関する調査・研究・研修
会・シンポジウム等の開催、産品の開発・
販売支援、企業誘致活動の支援等を行うこ
とにより、電源地域の長期的かつ自立的な
振興を図る。

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県 10,000 1.3

他の都道府県 140,000 17.5

その他 650,000 81.3

(一財) 電源地域振興センター

産業労働部 新エネルギー推進室

団体名



長崎県の出資団体の状況
直近の決算日： 令和 6 年 3 月 31 日

〇 関与廃止

その理由

　中小企業基盤整備機構は、中小企業者の多岐にわたる課題解決や
経営基盤の強化、自立的かつ持続的な成長に向けた取組等をサポー
トしており、県内中小企業においても、中小企業大学校での研修や
各種セミナーによる人材育成支援、高度化資金による資金面での支
援、ビジネスマッチングなどによる販路開拓支援など、多くの支援
制度を活用している。
　今後も中小企業基盤整備機構と連携し、県内産業振興を推進して
いく必要があるため。

＜中小企業基盤整備機構への出資の状況＞
　各都道府県の出資金は資本剰余金に積み立てられており、出資当
時の入金伝票では寄附金として処理されているため、取り崩しはで
きず、機構も各県の内訳を公表していない。
　新たな出資の必要性はないが、機構は、国や各都道府県の出資金
を含めた資金の運用益等を活用して各種支援事業を運営しているこ
とから出資を継続する必要性は認められる。

今後の
関与の
方針

○印を記入 現状維持 拡充 縮小

損失補償等残高

0 0 0 4,123 0

補助金 負担金 委託料 貸付金残高

合計 1,220,274,449 100.0

県財政負担
（千円)
※R5年度

定款等に定める事業内容

所管課名
独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下「機構」とい
う。）は、中小企業者その他の事業者の事業活動に必要な
助言、研修、資金の貸付け、出資、助成及び債務の保証、
地域における施設の整備、共済制度の運営等の事業を行
い、もって中小企業者その他の事業者の事業活動の活性化
のための基盤を整備することを目的とする。（独立行政法
人中小企業基盤整備機構法第４条（目的））

（主な支援策）
・起業・創業支援（専門家派遣、インキュベーション等）
・経営支援（農商工連携、事業承継、事業再生等）
・地域支援（高度化事業、中心市街地活性化等）
・人材支援（中小企業大学校等）
・ファンド出資
・共済制度（小規模企業共済、経営セーフティ共済）
・産業用地・施設の紹介

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県 500 0.0

他県出資金等 33,226 0.0

政府出資金 1,219,650,326 99.9

日本政策投資銀行 590,397 0.0

(独) 中小企業基盤整備機構

産業労働部 経営支援課

団体名



長崎県の出資団体の状況
直近の決算日： 令和 6 年 3 月 31 日

〇

産業労働部 雇用労働政策課

団体名 プリマルーケ（株） 定款等に定める事業内容

所管課名

加工食品の生産及び販売
①調理食品・惣菜類の製造・販売
②食肉製品の加工・製造・販売

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県 20,000 20.0

雲仙市 5,000 5.0

プリマハム㈱ 60,000 60.0

㈱大光食品 10,000 10.0

(社福)南高愛隣会 5,000 5.0

委託料 貸付金残高

合計 100,000 100.0

県財政負担
（千円)
※R5年度

損失補償等残高補助金 負担金

関与廃止

その理由

　当事業所は、重度障害者の雇用を拡大するため、平成７年４月
に民間企業の活力とノウハウを活かしつつ、地方公共団体と民間
企業とが共同出資するいわゆる第３セクター方式により設立され
た事業所である。
　令和５年度の障害者雇用は従業員数５３名のうち１６名（うち
重度障害者は１２名）で従業員全体の３０.２％という高い雇用率
を維持しており、引き続き障害者の雇用を促進させるには、県の
出資を維持することが必要である。

今後の
関与の
方針

○印を記入 現状維持 拡充 縮小


